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研究成果の概要（和文）：　本研究の最終目標は、人口減少・地球環境・財政等の制約の中で持続可能な都市構造の構
築手法（目標像と実現手法）を、地域特性の異なる地方都市を対象に検討することである。これにより、国レベルでの
都市政策と実現手段の検討の際に根拠となる材料を得ることや、都市レベルの計画検討において他都市と比較して自都
市を位置づけることが可能になると考えられる。
　このため、小課題①：都市の将来像アセスメントを実施するに当たって前提・対象とする代替案策定の計画技法の検
討、小課題②：想定される様々な都市特性毎のアセスメントを机上で検討するための仮想的な都市モデルの標準データ
セットの作成手法のための要素技術の検討、を行った。

研究成果の概要（英文）：The goal of this study is to, within the constraints of population decline, global
 environmental, finance, and etc., considering the different regional characteristics of the local cities,
 the realization method (i.e. implementation method and the target image) of sustainable urban structure. 
 Thus to obtain basic materials upon reviewing effective urban policies at the national level, and to enab
le positioning among other cities in the planning study at city level.
For this reason undermentioned tasks were carried out; 1) Examination of planning techniques of setting al
ternative plans or assumptions before carrying out the assessment of future city visions, 2) Study of elem
ental technologies for developing standard data set of urban model hypothetical for consideration of vario
us characteristic of the local cities.
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１．研究開始当初の背景 
我が国の地方都市においては、これまで右

肩上がりの成長を前提に市街地の拡散的拡
大が限界まで進んでいる。こうした多くの都
市において今後、人口の減少と高齢化が進展
し、環境、財政等の制約もますます増大する
ことを前提とすれば、持続可能な都市を構築
するために「選択と集中」に基づく地区毎に
メリハリをつけた都市・地域施策が必須とな
る。公共交通の維持、超高齢社会における移
動確保、環境負荷の低減、中心市街地活性化、
都市財政等の観点から「持続可能な都市の構
築」を図るため、まちなか居住の推進や、集
約型都市構造への転換、コンパクトシティの
形成等がうたわれている。これを実現するた
めには、郊外開発からの撤退による市街地の
集約化、公共交通の整備、土地利用（開発）
規制、住み替え支援など、強力な施策（とそ
の根拠となる法制度）の導入が必要だと言わ
れている。 
こうした「選択と集中」においては、これ

までと異なった客観的かつ透明な都市・地域
施策の選択プロセスが求められ、関連分野に
おいても下記に示すように、環境、ＱＯＬ、
都市経営とアセットマネジメント、都市の活
性化、計画策定技法、等の観点から、持続可
能な都市構造のあり方とその実現手法に関
して多くの研究が近年行われている。一方、
研究代表者・研究分担者らもこうした選択を
支えるアセスメント手法に関する技術開発
に取り組んでいる。この中で、各地方自治体
の都市計画行政において人口減少等の諸制
約に対応した都市・地域施策を立案するにあ
たり、複数の施策案を持続可能性に関わる
様々な観点から比較・評価するための、将来
都市構造予測や将来都市構造評価のための
基本的なツールである「都市・地域の将来像
アセスメントツール」を開発している。 
 
２．研究の目的 

本研究の最終目標は、研究代表者・研究分
担者らが開発した「都市・地域の将来像アセ
スメントツール」を利用して、人口減少・地
球環境・財政等の制約の中で持続可能な都市
構造の構築手法（目標像と実現手法）を、地
域特性の異なる地方都市を対象に検討する
ことである。これにより、国レベルでの都市
政策と実現手段の検討の際に根拠となる材
料を得ることや、都市レベルでの計画検討に
おいて他都市と比較して自都市を位置づけ
ることが可能になると考えられる。 
これを達成するため、 
小課題①：都市の将来像アセスメントを実施

するに当たって前提・対象とする代替
案策定の計画技法の検討 

小課題②：想定される様々な都市特性毎のア
セスメントを机上で検討するための仮
想的な都市モデルの標準データセット
の作成手法のための要素技術の検討 

を行うことを目的とする。

３．研究の方法 
小課題①では、代替策定に関して、a.海外

の都市計画策定におけるマスタープラン策
定や戦略的環境アセスメント等の事例の調
査、b.日本における都市圏総合交通体系計画
や戦略的環境アセスメント手法適用事例等
の事例の調査、c.日本の実都市を対象とした
計画代替案策定のケーススタディ、をテーマ
として研究を実施した。 
小課題②では、仮想的な都市モデルの標準

データセットの作成手法のための要素技と
して、a.地域分類手法としての都市の形態的
指標と周辺要素技術の開発、b．仮想的な都
市モデルの標準データセットの作成ツール
を構成する技術の理論的・実証的検討、をテ
ーマとして研究を実施した。 
 
４．研究成果 
小課題①-a. 海外の都市計画策定における
マスタープラン策定や戦略的環境アセスメ
ント等の事例の調査 
米国の南カリフォルニア圏、シアトル都市

圏、サクラメント都市圏、フィラデルフィア
都市圏において、持続的な成長管理や土地利
用と交通の計画統合を目的とした、計画策定
における代替案策定の考え方について、現地
にて担当組織・職員にヒアリング調査を行っ
た。アセスメントモデルを用いた代替案比較
に基づく計画策定の経験が長い組織は内容
を詰めた詳細な代替案を策定しており、そう
でない組織では比較対照としての大雑把な
代替案に止まっているなどの特徴がわかっ
た。引き続き、英国を中心とする欧州の都市
計画策定において、複数の計画代替案を設定
してその比較・評価を行っている事例等につ
いて、現地にて担当の職員やコンサルタント、
研究者にヒアリング調査を行った。英国西イ
ングランド大学においては市街地レベルで
の開発パターンについて、ケンブリッジ大学
では都市の拡大局面での都市構造の代替案、
カーディフ市においては都市の拡大局面で
の新規開発地の選択の検討、オランダ南ホラ
ンド州の事例においては交通・土地利用等の
分野毎の検討の事例を調査した。 
 なお、ヒアリングに際して参考図書として
提示するため、「都市の将来像アセスメント
ツール技術的資料」（和文）及び「Technical 
Document of the Assessment Tool for Future 
Urban Structure」（英文）を作成した。 
 
小課題①-b. 日本における都市圏総合交通
体系計画や戦略的環境アセスメント手法適
用事例等の事例の調査 
仙台都市圏総合交通体系調査、及び山口・

防府都市圏総合都市交通体系調査や、日立道
路再検討プロジェクト、夕張市都市マスター
プラン策定等における代替案設定・比較・評
価等の内容について調査した。一部の場合を
除き、我が国では積極的に代替案比較を公開
して行っている場合が少ないことが確認で 



 

 
 
きた。背景として、人口減少下で現実的かつ
対照的な結果をもたらす代替案策定が難し
いことや、代替案比較過程の内容を理解して
市民に説明できる能力を有する職員が不足
していること、自治体や都市圏の計画策定に
かけられる費用が少ないことがあることが
わかった。市街地縮小の検討も望まれる。 

 

 
 
小課題①-c.日本の実都市を対象とした計画
代替案策定のケーススタディ 
 収集した海外や国内で策定された計画代
替案の調査結果を吟味した。 
その結果、対象が１都市の場合と都市圏で

の場合とがあることや、代替案設定の方法に
ついて、a. 開発候補地の選択を中心に設定

図１－２ 日本における主な代替案の設定事例 

図１－１ 欧米における主な代替案の設定事例 
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する場合、b. 交通・住宅地開発・工業地開
発の各分野毎に設定する場合、c. 市街地の
広がりと交通計画の組合せ設定する場合な
どに分類できることなどがわかり、それぞれ
特徴と留意点、設定される代替案の概要など
について整理した（図１－１及び図１－２は
その抜粋）。 

上記検討を元に、新潟県上越市を対象に、
人口減少下の我が国の地方都市に適用する
場合のスタディを行った。代替案設定につい
ては、人口減少によって市街地の計画的な縮
退（撤退）を含む場合を中心として、日本に
おける縮退事例の検討の結果を下に、図１－
３のプロセスによって行われるものとした。 

小課題②-a.：地域分類手法としての都市の
形態的指標と周辺要素技術の開発 
 この小課題の成果としては、次の 3つに大
別できる。 
○メッシュデータを用いた市街地形態計測
手法の開発 
○空間的位相関係を考慮した市街地形態計
測手法の開発 
○多時点での市街地形態指標の算出に必要
な要素技術の開発：メッシュ統計データの新
旧測地系変換手法の開発 
以下では、紙幅の関係上、それらの概要につ
いて述べる。 
 
○メッシュデータを用いた市街地形態計測
手法の開発と全国での試算 
 市街地の集約やシミュレーションの適用な
どを検討する場合、そもそもの市街地の形態
により、その適用すべき実現方策等は異なる。
その基礎として、全国を網羅するメッシュデ
ータを用いた、市街地形態指標の検討を行っ
た（図 2-1、2-2）。ここでは、2000 年以降の
全国の市街地形態指標の変遷を分析し、地域
毎にその指標の変遷に違いが見られること
を明らかにした（図 2-3）。 

 

図 2-1 連担性指標の算出イメージ 

 

図 2-2 コンパクト性指標の算出イメージ 

図 2-3 コンパクト性指標の計算例(2000～2010 年)

 
○空間的位相関係を考慮した市街地形態計
測手法の開発 
都市のコンパクト性を評価する際、従来は

単心型都市構造を前提にした評価指標が中
心であった。しかし、コンパクトな都市構造
の形態としては単心型ばかりではなく、複数
の拠点を持つ多極分散型コンパクトシティ
が考えられる。ここでは、都市内の人口分布
や従業者分布などが集積している空間の中
心点のことを拠点とした。メッシュデータを
用いた拠点抽出の基本的な手法は次の通り
である。 
1)メッシュの統計値を標高値とみなして、水
文解析における累積流量（メッシュに流れ込
むメッシュの個数）を求める。 
2)累積流量が 0となるメッシュを局所的な高
地（尾根）として、拠点の候補となるメッシ
ュを抽出する。 
3)拠点の候補となるメッシュの統計値を、分

図１－３ 計画的な市街地縮退の実現プロセス 

段階 市街地縮退の進め方 
  

①合意 

形成 

a.基本構想・総合計画での検討・位置づけ 
b.都市計画マスタープランでの検討・位置づけ 
c.生活圏形成計画等の任意計画の作成・位置づけ 

  
②受け皿 

整備 

a.既成の市街地を受け皿とする 
b.市街地開発事業や開発行為により新たに受け皿整備 

  

③移転 

以下の方法により補償費・移転費を算定 
a.一件審査（個別に補償額等を算定する方法） 
b.補助等の限度額が法令で定められている 

  

① 跡地 

処理 

a.土地・建物の権利は引き続き当該権利者が所有する 
b.更地に戻し、宅地としての土地利用を制限 
c.新たな土地活用（農地、公園・緑地、メガソーラー等）



析対象地域内の他のメッシュの統計値と比
較して、拠点と考えられる程度の集積が見ら
れる場合には拠点とする。 

図 2-4 複数拠点型と単心型の分布イメージ 

図 2-4 に示すように、複数拠点型の場合は
道路や鉄道網に沿って局所的な集約が見ら
れる。単心型の場合は単一拠点を中心になだ
らかに指標値の密度が低下するが、複数拠点
型の場合はそうならないため、各拠点に対す
る集約を考慮したコンパクト性の評価指標
を作成し、単心型コンパクトシティの評価指
標との比較分析を行った。拠点設定方法に恣
意性が残るため、指標値が客観的に定まらな
いという課題が残されるものの、拠点の空間
的位相を考慮した評価の可能性を示した。 
○多時点での市街地形態指標の算出に必要
な要素技術の開発：メッシュ統計データの新
旧測地系変換手法の開発 
 メッシュデータは、区域設定の明快さから
各種の分析で用いられている。一方、平成 13
年 6 月の測量法の改正により、基本測量及び
公共測量が従うべき測量の基準のうち、経緯
度の測定は、従来の日本測地系に代えて世界
測地系に従って行わなければならないこと
となった。この改正に伴い、各種の公的統計
での地域メッシュの作成方法を定めた JIS X 
0410についても平成14年 2月 20日付けで改
正が行われ、基本的には世界測地系で編成さ
れることになった。同じく JIS X 0410 の追
補には、日本測地系の有効期間は 10 年間（平
成 24 年 2 月まで）との記述が追加されたた
め、国勢調査では経過措置で両方の測地系で
編成されたメッシュ統計が提供されたが、こ
れ以前の時点のメッシュデータは日本測地
系で編成されたデータのみが提供されてい
るため、時系列分析等において、測地系の違
いによる空間的互換性がないことが課題と

して浮き彫りになった。 
そこで、旧メッシュの統計値を、旧メッシ
ュと新メッシュとのオーバーレイにより生
成される中間メッシュを介して重み付け分
配と新メッシュによる統合を行える測地系
変換ツールを試作した（図 2-5、2-6）。 
また、このツールの実用性の検証として、
全国での変換精度の検証を実施した。 
 
小課題②-b.：仮想的な都市モデルの標準デ
ータセットの作成ツールを構成する技術の
理論的・実証的検討 
この小課題の成果としては、仮想都市モデ

ルの基本的概念を整理した上で、その仮想都
市モデルに対しての人口等のデータを割り
付ける手法の理論的・実証的検討を行った。
それらの検討結果を元に、仮想都市データを
試作した。以下では、紙幅の関係上、それら
の概要について述べる。 
 
○仮想都市モデルの基本的概念の整理 
 シミュレーション技術の実用性の検証を、
より多くの地域で行うことを目的として、仮
想的に人口と市街地の広がりを所与とした
「仮想都市モデル」による検証におけるデー
タセットの生成手法を検討した。その要素技
術の１つとして、地域特性を踏まえたパラメ
ータセットの作成（表 2-1：Clark 型の負の
指数関数をベースにした人口減衰パラメー
タ）等を検討し、これに基づいた仮想都市デ
ータセットを試作した（図 2-7）。 
 

表 2-1 人口に対する人口規模・自治体規模別パラメータ

～10km 11～20km 21～30km 31km～
α 11.71 56.01 200.14 122.17
β 7.30 20.92 41.71 36.09
α 4.84 17.67 41.31 78.99
β 3.71 10.96 21.13 33.59
α 3.30 10.39 28.09 59.67
β 2.61 7.50 15.42 26.12
α 2.44 6.22 18.44 33.81
β 1.86 5.10 11.14 18.35
α 1.69 5.75 11.44 15.53
β 1.03 4.54 8.75 9.77
α 1.62 4.36 11.21 14.88
β 0.96 3.80 7.00 9.59
α 1.63 3.72 7.63 11.72
β 1.07 3.47 6.72 13.06
α 1.95 3.94 10.24 7.91
β 2.06 5.39 11.16 12.63

3)：5万～10万

総人口
最大バッファ距離

1)：～2万

2)：2万～5万

4)：10万～20万

5)：20万～30万

6)：30万～50万

7)：50万～100万

8)：100万～
 

 

図 2-7 仮想都市データセット生成ツール(人口割付画面)

 

日本測地系 世界測地系

Om1_c Om1_d

Om1_a Om1_b

Om2_c Om2_d

Om2_a Om2_b

Om3_c Om3_d

Om3_a Om3_b

Om4_c Om4_d

Om4_a Om4_b

Om1_b Om2_a

Om3_d Om4_c

①日本測地系と世界測地系
のメッシュを重ね合わせる

②日本測地系によるメッシュの区域を、
世界測地系のメッシュ区域で、分割し、
分割した区画に分配指標により、メッ
シュの値を分配処理

※※分配指標が必要※※

③分割したメッシュを、世界測地
系の区域で集計（合算処理）

図 2-5 測地系代替変換方法のイメージ 

 

開始

面積による
変換

ポイント指標
による変換

ポリゴン指標
による変換

終了

設定画面起動

モード切替

バッチ処理モード

 
設定画面     処理フロー 

図 2-6 測地系変換ツール（試作版） 
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